
１．令和４年度消費・安全対策交付金（食料安全保障確立対策推進交付金：ソフト事業）（令和４年度当初予算）

総合評価 評価の概要及び指導方針等 第三者の意見 総合評価

一般型
（農畜水産物の

安全性の向
上、伝染性疾

病・病害虫の発
生予防・まん延

防止）
5,430,576

92％ Ａ
一般型
・総合的な達成度は92.9％・101%と、全ての事業がA評
価であることから、食の安全・消費者の信頼確保に寄
与したものと思われる。
・引き続き、食の安全・消費者の信頼確保のための各
種事業に取り組んでまいりたい。

一般型
所属・役職：富山県農業信用基金協会・専務理事
氏　　　名：作井　英人

・本事業による農薬の適性使用等の総合的な指導、家
畜並びに養殖魚の徹底した衛生管理指導、農薬に頼ら
ない病害虫防除の実証などを通じて、本県での食の安
全、消費者の信頼確保に大きく寄与したものと認められ
る。

・今後とも県民の食の安全や信頼確保、食育の推進の
ため、十分な予算の確保と現場と連携した効果的な事
業展開が望まれる。

Ａ

特別交付型
200,000

達成 適正 特別交付型
・諸外国からの豚熱等の感染拡大・発生予防は継続さ
れており、家畜衛生の推進に寄与したものと思われる。
・引き続き、豚熱等の発生予防及びまん延防止にかか
わる本事業に取組み、発生予防・まん延防止に取り組
んでまいりたい。

特別交付型
・本事業による富山空港での靴底消毒の徹底により、
豚熱・アフリカ豚熱等の家畜伝染病の県内の侵入防止
に、寄与したものと認められる。

・今後、海外との往来が活発化することが予想されるこ
とから、引き続き、本事業を活用した豚熱・アフリカ豚熱
の徹底したまん延防止対策に努められたい。

適正

一般型
（地域での食育

の推進）
3,363,710

101.11％ A
一般型
所属・役職：富山県農業信用基金協会・専務理事
氏　　　名：作井　英人

・新たに策定された「第4期食育推進計画」に基づき、
「富山型食生活」の推進をベースに、食育推進リーダー
の育成や県・市町村レベルでのイベントの開催等によ
り、本県の食育推進に大いに寄与したものと認められ
る。
・今後とも県民の食の安全や信頼確保、食育の推進の
ため、十分な予算の確保と現場と連携した効果的な事
業展開が望まれる。

A

富山県 一般型・特別交付型
・事業全体（一般型：４事業、特別交付型：１事業）では、全ての事業が
A及び適正の評価であり、総合達成度92％と、事業が計画的に実施さ
れ、期待された成果が得られたと認められる。

・実施された事業は、食品の安全と消費者の信頼の確保のための重
要な取組であり、今後も継続した実施が望まれる。
　なお、個々に助言を行っている事業については、より一層事業の効
果が発揮されるよう努めていただきたい。

一般型
・本事業は、一部でB評価があったものの、全体の達成度は101.11％と
A評価となっており、成果が得られたものと認められる。

・実施された事業も、食の安全や消費者の信頼確保、食育の推進のた
めには重要な取組であることから、今後も継続した実施が望まれる。
なお、個々に助言を行っている事業については、より一層事業の効果
が発揮されるよう努めていただきたい。

令和５年度北陸農政局消費・安全対策交付金事後評価概要一覧表（総合評価）
富山県

県市名 交付金相当額(円)
総合

達成度

都道府県等の事後評価 国の事後評価

評価の概要及び指導方針等



１．令和４年度消費・安全対策交付金（食料安全保障確立対策推進交付金：ソフト事業）（令和４年度当初予算）

実績 達成度 評価 評価の概要及び指導方針等 第三者の意見 評価 評価の概要及び指導方針等

Ⅰ
農畜水
産物の
安全性
の向上

農薬の安全使用の推進
（富山県）

374,576 農薬の不適
切な販売及
び使用の発
生割合

7.0% 7.7%

※算出根
拠：

(((０／15)×
100）＋（(23
／150)×

100))÷２＝
7.7％

99%

※算出根
拠：

（1－0.077)
／(1－
0.07）＝

99％

A 池原　義信
( （公社）富山県農林水産公社・農業部農業担い手育成課
長)
　目標値をほぼ達成し、本事業の効果が認められる。
　農薬取締法に基づく適正な農薬の販売・使用を今後も確
実に推進するため、本事業の総合的な推進を継続して実
施することが肝要である。

A

(農薬の不適
切な使用の
発生割合)

0.0% 0.0%

※算出根
拠：（０／15）
×100＝０％

…

農薬の適切な管理及び販売
の推進
（富山県）

(農薬の不適
切な販売の
発生割合)

14.0% 15.3%

※算出根
拠：（23／
150）×100
＝15.3％

…１　農薬管理指導士の認定（研修及び試験）
　　実施回数　2回（７月、11月）
　　参加者数　316人（うち新規75人）
　　総認定者数　972人（R5.3.31現在）

２　販売者に対する実態調査の実施
　　届出販売者数　569件（R3.3.31現在）
　　調査店舗数　150件（不適切な販売23件）
　　指導内容（延べ数）
　　　帳簿の不備　14件
　　　陳列の不備（不明確な区分）　1件
　　　保管管理の不備(不適切な保管、期限切れ
　　　農薬の保管)　8件

令和５年度北陸農政局「消費・安全対策交付金」事後評価概要一覧表　
富山県（農薬）

目的 目標
事業実施計画

（事業実施主体）
事業実施実績 交付金相当額(円)

目標値及び実績 都道府県等の事後評価 国の事後評価

目標値

農薬の
適正使
用等の
総合的
な推進

１　講習会及び研修会の実施
　　実施回数　3回
　　参加者数　39人（とやま農業未来カレッジ研
    修生、病害虫防除員他）
２　啓発活動の実施（農薬危害防止運動など）
　　資料配布数　654部
　　広報手段（冊子、ﾎﾟｽﾀｰ、ﾁﾗｼ、HP、ｽﾎﾟｯﾄ広
    報等）
 
３　農薬使用状況調査（農薬使用者）の実施
　　調査数　53件（不適切な使用 0件）

４　農薬使用状況調査（ゴルフ場）の実施
　　調査数　15件（不適切な使用0件）

  農薬の不適切な使用の発
生割合は0%であった。
　しかし、農薬の不適切な販
売の発生割合は15.3％で、
帳簿の不備や期限切れ農
薬の保管など、軽微である
が23店舗で不適切な販売
があった。
　今回の不適切販売者には
立入検査時または再検査
等により適正化を図ったが、
不適切な販売をなくすため
に、農薬管理指導士研修の
受講推進や定期的な立入
検査などにより、農薬の適
正使用等の総合的な推進
および指導を継続的に行う
ことが必要である。

　農薬の安全使用の推進については、農薬販売者及び使用者等に対する講
習会及び研修会の開催、ポスター・チラシ等を活用した農薬危害防止運動の
推進によって、農薬の不適正使用の防止に寄与したと考える。
　農薬の適切な管理及び販売の推進については、農薬管理指導士等に対す
る研修の実施及び販売店舗での巡回調査によって、適切な啓発・指導をして
いると考える。
　今後も各種講習会の実施、販売店舗への巡回指導を継続し、農薬が適正
に使用・販売されるよう努めていただきたい。



１．令和４年度消費・安全対策交付金（食料安全保障確立対策推進交付金：ソフト事業）（令和４年度当初予算）

実績 達成度 評価 評価の概要及び指導方針等 第三者の意見 評価 評価の概要及び指導方針等

Ⅱ 伝染
性疾病・
病害虫
の発生
予防・ま
ん延防
止

家畜衛
生の推
進

102 93 92% A

　疾病の発生件数及び検査件数につい
ては、ほぼ例年通りであった。
　事業を活用し、農場調査に基づく指導
等を実施することで飼養衛生管理水準
が向上し、疾病の発生が抑えられてい
るものと考える。

A

【根拠】
検査数の充
実、疾病発
生件数の減
少を考慮し
昨年度を上
回る目標値
を設定

現状
（H31-R3の
平均）
発生件数
77件
検査件数
1,690件

目標
（R4）
発生件数
77件
検査件数
1,695件

（富山市畜産クラスター協議
会、富山県養豚組合連合会、
富山県養鶏協会）

(７)家畜の伝染性疾病の発生
予防
　防鳥ネット
　消毒用動力噴霧器

1,491,000

　計画的に事業が遂行されており、事業
計画当初の目標はおおむね達成できた
ものと認められる。

　調査で得た情報を、農場等の防疫意
識の向上や疾病の発生減少につなげて
おり評価できる。

　各種検査及び調査を行い、その結果
に基づき農場等を指導し、疾病発生の
減少や衛生レベルの向上につなげてお
り評価できる。

　今後も、本交付金の様々なメニューを
生かしながら、関係者の防疫意識及び
衛生管理の向上に努めていただきた
い。

【実績】
発生件数
76件
検査件数
1,621件

＜参考＞
【検査件数
の考え方】
・病性鑑定
検査
家畜保健衛
生所に依頼
のあった病
性鑑定をカ
ウント
・一般検査
家畜保健衛
生所が行っ
た検査をカ
ウント

【発生件数
の考え方】
検査検体か
ら検出した
全ての伝染
性疾病をカ
ウント

　整備対象農場 2 戸
 　　防鳥ネット　１戸
 　　消毒用動力噴霧器　１戸

　酪農団地の入口に車両消毒装置を設置することで、地
域全体の衛生対策の強化につながった。
　さらに、防鳥ネットによる野生動物等の侵入防止対策を
行い、飼養衛生管理水準が向上した。
　なお、高病原性鳥インフルエンザ等の家畜伝染病の発
生はなかった。

目標値

（富山県）

(1)監視体制の整備・強化
①BSE 検査・清浄化の推進

②家畜衛生関連情報整備対
策

③動物由来感染症監視体制
整備（サルモネラ症）

④精度管理の適切な実施

(2)家畜の伝染性疾病の発生
予防

(3)家畜の伝染性疾病のまん
延防止
①慢性疾病等の生産性低下
疾病の低減

(4)畜産物の安全性向上
①生産衛生管理体制整備

②鶏卵衛生管理体制整備

③動物用医薬品危機管理対
策

(6)家畜衛生対策の推進に係
る機器の整備

・50 頭で検査を実施し、全頭陰性。

・疾病発生状況等の家畜衛生に関する情報を整備した。
収集農家 60 戸。

・サルモネラ症を対象に調査・分析実施。 25 戸 59検体：
菌分離 1 検体。畜舎消毒等を指導。

・外部精度管理検査を受検し、全てで良好な評価を受け
た。

・高病原性鳥インフルエンザの発生予防のため、県内 9
市町村の養鶏場に消石灰を配布し消毒を行った。

・乳用牛(BLV)、肉用牛(呼吸器病、下痢症）、豚（胸膜肺
炎）を対象とし調査を実施。14 戸 651 検体。
・検査結果に基づいた指導を行ったことで、呼吸器病によ
る死亡数の減少、胸膜肺炎の発症が軽減。

・乳用牛（乳房炎検査）、肉用牛、豚、鶏（サルモネラ属菌）
を対象とし調査。 22 戸（乳牛 5, 肉牛 6, 豚 6, 鶏 5）1330
検体。
・事業の取組みにより、一部の農場ではサルモネラ陽性
率の低下が認められた。

・5 戸、482 検体（サルモネラ属菌検査）。菌分離：なし
・指針に基づく清掃、消毒の実施、害虫対策の強化等の
衛生レベルの向上につながった。

・薬剤耐性菌発現状況調査（黄色ブドウ球菌、サルモネラ
属菌）9 戸 12 検体。
・動物用医薬品品質検査 2 品目:異常なし

・生物顕微鏡（東部家保導入）

1,143,000

402,300

623,500

782,500

348,700

家畜衛生に
係る取組の
充実度

【計算方法】
（別紙）「家畜
衛生に係る
取組の充実
度算出方法」
を参照

〇富山県獣医師会会長　久保 博文

　畜産物の安全性向上・家畜衛生の推
進等を図るため、各種情報の収集や各
種検査、畜産農家への指導等幅広い取
組みを実施していることは評価できる。
　これらの取り組みは本事業の性格か
ら、継続することが大事と考える。複数
年度にまたがる目標値の設定や達成度
の算出方法についても考慮されたい。

令和５年度北陸農政局消費・安全対策交付金事後評価概要一覧表　
富山県（家畜衛生）

目的 目標
事業実施計画

（事業実施主体）
事業実施実績 交付金相当額(円)

目標値及び実績 都道府県等の事後評価 国の事後評価



１．令和４年度消費・安全対策交付金（食料安全保障確立対策推進交付金：ソフト事業）（令和４年度当初予算）（特別型）

実績 達成度 評価 評価の概要及び指導方針等 第三者の意見 評価 評価の概要及び指導方針等

Ⅱ 伝染
性疾病・
病害虫
の発生
予防・ま
ん延防
止

家畜衛
生の推
進

（富山県）

(２)家畜の伝染性疾病の発生
予防
　空港靴底消毒

　豚熱・アフリカ豚熱などの家畜伝染病の発生予防及びま
ん延防止のため、消毒液を染み込ませたマットを富山空
港に設置し、乗客の靴底消毒を行った。

　消毒マットの設置場所：富山空港の国内線到着出口
　消毒マットの設置期間：令和４年４月１日～令和５年３月
31 日

　靴底消毒は県内への病原体の侵入予防となり、県内養
豚場での豚熱・アフリカ豚熱といった家畜伝染病の発生防
止に貢献した。

200,000 豚熱・アフリ
カ豚熱の発
生予防及び
まん延防止

豚熱・アフリ
カ豚熱の発
生予防及び
まん延防止

達成 適正

　富山空港での靴底消毒は、豚熱・アフ
リカ豚熱の発生予防ならびに病原体の
侵入リスクの低減につながった。

〇富山県獣医師会会長 久保 博文

　引き続き衛生管理の推進を図り、豚熱
等の家畜伝染病の発生予防に努めて
頂きたい。

適正

　県内養豚農場における豚熱の発生が
なかったことから、事業計画当初の目標
が達成されたと認められる。

　今後も、家畜伝染病の発生予防及び
まん延防止に努めていただきたい。

目標値

令和５年度北陸農政局消費・安全対策交付金事後評価概要一覧表　
富山県（家畜衛生）

目的 目標
事業実施計画

（事業実施主体）
事業実施実績 交付金相当額(円)

目標値及び実績 都道府県等の事後評価 国の事後評価



１．令和４年度消費・安全対策交付金（食料安全保障確立対策推進交付金：ソフト事業）（令和４年度当初予算）

実績 達成度 評価 評価の概要及び指導方針等 第三者の意見 評価 評価の概要及び指導方針等

Ⅱ 伝染
性疾病・
病害虫
の発生
予防・ま
ん延防
止

養殖衛
生管理
体制の
整備

83.3% 83.3% 100% A A

〇富山大学大学院理工学研究部　田中
大祐教授

　消費者の安心を得ることに繋がる水産
用医薬品の適正使用に関する講習会等
での指導、生産現場を巡回しての養殖
衛生管理指導により、養殖衛生管理体
制の維持・向上に寄与している。
　また、増養殖場等における保菌状況
調査と指導により、疾病の監視とまん延
防止が図られている。
　事業の目的達成に向けた取組みにつ
いて、県内の巡回や保菌検査を中心に
着実に実施されている。

　事業計画当初の目標が達成されたと
認められる。

　種苗の病原体保有検査や、増養殖場
等の保菌状況調査を行うなど、疾病発
生の未然防止やまん延防止に積極的に
取り組まれており評価できる。

　指導する経営体の段階的な増加を図
り、防疫意識の向上に努めていただきた
い。

　今後も、本交付金の様々なメニューを
生かしながら、関係者の防疫意識及び
衛生管理の向上に努めていただきた
い。

【実績】
25経営体に
指導（30経
営体中）

【参考】
指導会議：５
経営体
巡回指導：
25経営体
その他：７経
営体
計25経営体
（重複あり）

目標値

（富山県）

(１)総合推進会議の開催等

(２)養殖衛生管理指導

(５)疾病の発生予防・まん
延防止

① 全国養殖衛生管理推進会議に 1 回、地域合同検討会
に 2 回(海面養殖関係 1、内水面養殖関係 1)、魚病症例
研究会、アユの疾病研究部会に参加し、養殖衛生に関す
る情報を収集した。

② 県内において、養殖業者を対象に水産用医薬品適正
使用指導講習会および養殖衛生指導会議を合同して 1
回開催し、水産用抗菌剤の使用や魚病発生状況の情報
等を県内養殖業者へ提供したことにより、防疫意識の向
上が図られた。

③ 県内の給餌経営体数は 30 経営体で、これらのうちイ
ワナ養殖場 8 経営体、コイ養殖場 2 経営体、サケ・マス
およびアユ増養殖施設 9 経営体、海産魚増養殖場 6 経
営体を対象に年 1 回以上（11 経営体で1回、11 経営体で
2 回、3 経営体で 3 回以上）巡回指導を行った。これらの
経営体について、水産用医薬品の適正使用について聞き
取りを行ったところ、水産用医薬品の不適切な使用事例
はみられなかった。
　また、アユ冷水病防疫対策等を行っている内水面漁業
協同組合(連合会)は 4 組合であった。輸出を行っているコ
イ養殖業者には、輸出前に適宜臨床検査を実施した。

④ 県内の増養殖場等から魚病に関する検査依頼(KHV
病関連は除く)は 21 件あった。
　また、県内に放流される種苗（アユ、サクラマス、ヒラメ、
キジハタ）の病原体保有検査を実施したところ、アユの冷
水病で陽性個体があった。アユは適正な処置を行い、治
療後に放流するよう指導した。
　KHV 病を疑う事例はなかった。

49,430

3,075

128,495

養殖衛生管
理指導を実
施した養殖
経営体数の
割合

【参考】
県内30経営
体のうち指
導実績25経
営体

　地域会議等で得られた情報を講習会
等において養殖業者、漁協、種苗生産
施設及び研究機関に提供し、衛生管理
に対する意識向上を図るとともに、巡回
指導等（輸出入に係る臨床検査または
着地検査、魚病検査依頼があった際の
現地指導を含む）を実施することにより
養殖生産現場での衛生管理状況の確
認及び適切な指導を実施し、電話等に
よる遠隔指導も併せて行うことで、指導
実績は目標値を達成している。
　また、魚病診断や、放流前の種苗の
健全性を確認することで、増養殖場で生
産されているアユ、サクラマス、ヒラメ等
の疾病監視とまん延防止に努めてお
り、県内の養殖衛生管理に対する目標
は達成されている。

令和５年度北陸農政局消費・安全対策交付金事後評価概要一覧表　
富山県（養殖衛生）

目的 目標
事業実施計画

（事業実施主体）
事業実施実績 交付金相当額(円)

目標値及び実績 都道府県等の事後評価 国の事後評価



１．令和４年度消費・安全対策交付金（食料安全保障確立対策推進交付金：ソフト事業）（令和４年度当初予算）

実績 達成度 評価 評価の概要及び指導方針等 第三者の意見 評価 評価の概要及び指導方針等

Ⅱ　伝染
性疾病・
病害虫
の発生
予防・ま
ん延防

止

病害虫
の防除
の推進

薬剤抵抗性病害虫・雑草や
従来の防除対策では十分な
効果が
得られない病害虫・雑草等の
管理手法の確立
（富山県）

84,000 従来の防除
対策では防
除が困難と
なっている
作物の防除
体系等の普
及取組数

1回 1回 100% A 　「ハトムギ」の重要害虫について、超音
波を活用した物理的防除の検証を行っ
た。大型の作物であるハトムギでは十
分な効果が確認できなかったことから、
設置方法を再検討する必要がある。

A 　合成超音波を使用した新たな防除体
系の確立を目的とすることは評価でき
る。
　今回は十分な実証効果が認められな
かったが、結果を踏まえて、今後の実証
試験につなげていただき、普及に努め
ていただきたい。

目標値

【目的】
  薬剤抵抗性病害虫・雑草や従来の防除対策では十分な効果が得られない病害虫・雑草等の管理手法の確
立
  合成超音波（以下、超音波）を用いた物理的防除技術を活用し、ハトムギ栽培におけるアワノメイガの圃場へ
の侵入を防止することにより、発生密度を低減させる。化学農薬に頼らない防除技術体系を確立するため次の
現地実証試験を実施し、普及推進を図る。
対象害虫：アワノメイガ
試験内容：超音波の導入試験（殺虫剤散布回数の削減）

【取り組んだ内容】
先進技術を活用した総合的病害虫・雑草管理(IPM)技術体系の確立
１　対象作物及び対象害虫
対象作物：ハトムギ
対象害虫：アワノメイガ
２　取り組んだ防除技術等の内容
事業の実施方法を参照
３　検定手法や防除技術等の実証ほ等の設置場所及び面積（a）
設置場所：富山県富山市吉岡1124-１富山県農林水産総合技術センター農業研究所内圃場（10a）
４　検定手法や防除体系等における防除に関する管理手法の現状からの向上率
化学農薬(殺虫剤)の散布削減率100%
現状２回、本事業の防除体系０回
５　講習会、検討会等開催回数
超音波技術実証圃説明会１回（８/８）
６　防除が困難な作物の防除体系等の効果把握のための調査手法
超音波を用いたアワノメイガの物理的防除技術の導入により、化学農薬（ 殺虫剤）の散布回数を削減した防除
体系の実証試験の実施
・試験区：超音波有りー化学農薬無し
・慣行区：超音波無しー化学農薬有り（２回散布）
・無防除区：超音波無しー化学農薬無し
調査項目：アワノメイガ被害茎率、成虫発生量等
７　現行の発生状況調査又は病害虫防除の経費（10ａ当たり、対象作物毎）
経費：殺虫剤２回：1,636円
８　新たな管理手法等を導入した発生状況調査又は病害虫防除の経費（10ａ当たり、対象作物毎）
経費：超音波装置一式：34,169円
９　見学会、広報等の取組
超音波技術実証説明会　参集：普及指導員、農薬メーカー、研究員１回
見学会（実証試験紹介看板を設置）　参集：JA職員、農業者等３回
10　ほ場ごとの防除（作付前に取り組んだ防除対策を含む）及び栽培管理の実施状況並びに作付、前期作及
び今期作の病害虫の発生状況、気象等の圃場条件を踏まえた従来の防除対策では 防除が困難な作物の防
除体系等の効果の検証結果の概要（作物ごと）
　５月下旬播種の作型で試験を実施したところ、茎の芯枯れ被害は、無防除区が７月下旬から発生し、試験区
（超音波）は８月上旬からの発生となった。ただし、被害量は無防除区や慣行区を上回り、十分な防除効果が
確認できなかった。
　本作型における、アワノメイガ雄成虫の発生消長と芯枯れ被害の推移を確認したところ、成虫飛来のピーク
は３回あり、茎の芯枯れ被害は２回目の飛来ピーク以降急激に増加した。このことから、超音波で1回目、２回
目の飛来成虫を確実に防ぐ必要があった。
　ハトムギは草丈が２ｍ近くとなることから、超音波装置の設置高さやスピーカーの向き等について再検討が必
要と考えられた。

氏　　　名　池原　義信
所属・役職  （公社）富山県農林水産公
社 農業部　農業担い手育成課長

　「ハトムギ」におけるアワノメイガの芯
枯れ被害は作付け年数とともに増加し、
大きな問題となっている。被害の抑制と
環境負荷軽減にむけ、超音波を用いた
物理的防除法を実証し、紹介できた事
は評価できる。
　今後、化学農薬に頼らない防除技術
のさらなる検証・確認をしていただきた
い。

令和５年度北陸農政局消費・安全対策交付金事後評価概要一覧表　
富山県（病害虫）

目標値及び実績 都道府県等の事後評価 国の事後評価
目的 目標

事業実施計画
（事業実施主体）

事業実施実績 交付金相当額(円)



富山県（食育）

１．令和４年度消費・安全対策交付金（食料安全保障確立対策推進交付金：ソフト事業）（令和４年度当初予算）【一般型】

事業実施実績

(事業メニュー名・事業内容) 評価の概要及び指導方針等 第三者の意見

毎日の食事のメニューを決める際、カロリーや栄養バ
ランスを考えている者の割合の増加

【評価】
方法：アンケート
対象：県主催イベント等参加者
内容：毎日の食事のメニューを決める際、カロリーや栄
養バランスを考えていますか。

家族で朝食又は夕食を取る県民(成人)の割合の増加

【評価】
方法：アンケート
対象：県主催イベント等参加者
内容：朝食もしくは夕食で、あなたは毎日の食事を誰と
一緒にとっていますか。

産地や生産者を意識して農林水産物・食品を選ぶ者の
割合の増加

【評価】
方法：アンケート
対象：県主催イベント等参加者
内容：あなたが普段、食品を購入する際、産地を考慮さ
れていますか。

事業実施主体の達成度及び評価 96.37% B

主食・主菜・副菜を組み合わせた食事を１日２回以上
ほぼ毎日食べている者の割合の増加

【評価】
方法：アンケート
対象：体験会(食農体験教室、自然体験村)に参加した
親子
内容：主食・主菜・副菜を組み合わせた食事を１日２回
以上ほぼ毎日食べていますか。

農林漁業体験者数の増加

【評価】
方法：体験者数を集計する。
対象：食農体験教室参加者、自然体験村参加者

産地や生産者を意識して農林水産物・食品を選ぶ者の
割合の増加

【評価】
方法：アンケート
対象：体験会(食農体験教室、自然体験村)に参加した
親子
内容：体験会に参加して国産品や地域の食品を選ぼう
と思いましたか。

事業実施主体の達成度及び評価 125.34% Ａ

新たな農林漁業の体験者を増やし、農業や食への関
心を高める

【評価】
方法：体験者数を集計する。
対象：体験参加者

産地や生産者を意識して農林水産物・食品を選ぶ者の
割合の増加

【評価】
方法：アンケート
対象：農林漁業体験に参加した小学生
内容：今回の農作業体験に参加したことで、富山県や
朝日町産の食品や農産物を買いたい(または家族の人
に買ってもらいたい)と思うようになりましたか。

事業実施主体の達成度及び評価 95.26% B

農林漁業体験を経験した国民を増やす

【評価】
方法：参加延べ人数を計測
対象：体験事業参加者

郷土料理を作っている市民の割合

【評価】
方法：アンケート
対象：市内小学校(５校)の４年生
内容：あなたは、地域で作られてきた作物や、地域で伝
えられてきた料理を進んで食べたいと思うようになりま
したか。(ご家族の方に作ってもらいたいと思うようにな
りましたか。)

産地や生産者を意識して農林水産物・食品を選ぶ者の
割合の増加

【評価】
方法：アンケート
対象：市内小学校(５校)の４年生
内容：あなたは、この体験を通して、地元産(県内、市
内)を重視して購入したいと思うようになりましたか。(ご
家族の方に買ってもらいたいと思うようになりました
か。)

事業実施主体の達成度及び評価 97.36% B

101.11% A

交付金相当額

2,955,000円

266,248円

92,462円

50,000円

C70%30.2%43％以上

30％以上 62.2% 207% A

14%8人55人

令和５年度　北陸農政局　消費・安全対策交付金事業事後評価概要一覧表

区分 目的 目標 事業実施主体名 目標値及び評価方法 目標値 実績 達成度 評価
都道府県等の事後評価

地域での食
育の推進

３－１
地域での
食育の推

進

令和４年度事
業

太田　裕美子(富山短期大学食物栄養学科教授)

　様々な農業体験を、町内の保育園や小学校の幼児児童と
取り組み、子どもからその家庭へとつながる食育の推進に寄
与しておられます。
　子ども達が、楽しく興味関心をもって食について学ぶ機会を
確保することで地域の食育が推進されていると考えます。

　農林漁業体験の体験者数、富山県や朝日町産の食品
や農産物を選ぶ児童の割合については、目標値には達し
なかったことは残念であったが、いずれも高い水準となっ
ていることを評価したい。引き続き保育園、小学校で農林
漁業体験の取組みを行う計画となっているため、目標達
成に向けて支援してまいりたい。

太田　裕美子(富山短期大学食物栄養学科教授)

　コロナ禍にあって、栽培や収穫などの体験活動については
制限されたものの、市内小中学校における食に関する指導
を通して、市内の特産物を活用した料理や郷土料理の普及
啓発に努められました。その結果、多くの市民が郷土料理を
作り、食文化を伝承しようと意識しており、その目的を果たし
ていると考えます。

　新型コロナ感染対策のため、農林漁業体験の参加者数
が目標を下回ってしまったが、農産物の収穫から調理体
験まで実施されたことは評価したい。地元産の食材を使っ
て郷土料理をつくっている家庭は目標値を大きく上回って
いるが、地元産の食材を望む児童の割合は、30.2％と目
標値を下回っており、地産地消の意識向上について取組
みを進めるように働きかけたい。

富山県 １　食育推進検討会の開催
・富山県食育推進会議の開催
　開催時期：令和４年12月(１回)
　参加者：富山県食育推進会議委員25名
　
２　課題解決に向けたシンポジウムの開催等
・食育推進フォーラムの開催
　開催時期：令和４年10月(１回)
　参加者：一般県民120名

３　食育推進リーダーの育成及び活動の促進
・食育講座や研修会への食育リーダーの派遣
　開催時期：令和４年５月～令和５年３月(37回)
　参加者：一般県民1,274名

４　食文化の保護・継承のための取組支援
・「富山型食生活」の普及、啓発や食生活改善指導
　開催時期：令和４年８月、10月(２回)
　参加者：一般県民548名
・若者への食育講座、調理講習会の開催等
　開催時期：令和４年11月～12月(６回)
　参加者：若者世代42名
・富山型食生活の実践PR
　開催時期令和４年７月～令和５年３月
　対象者：一般市民
・デジタル技術を活用した食育活動
　開催時期：令和５年３月
　参加者：一般県民33名

B97%92.6%95％以上

B83%

B95%

計（総合評価）

※　「評価」の欄は、達成度に応じた次のアルファベットを記入　Ａ‥‥‥達成度100％以上、Ｂ‥‥‥達成度80％以上100％未満、Ｃ‥‥‥達成度80％未満

　　デジタル技術を活用した食育活動では、SNSやオンラ
インによる調理体験教室などを開催しており、取り組みや
すい富山型食生活の実践をすすめたという点で第４次食
育推進基本計画の重点事項③デジタル化に対応した食育
の推進に対応していることは評価できる。
　目標は未達成だが、取組対象者が若い世代だけでなく、
一般県民等、幅広い世代が対象となっており、今後も取組
を継続させることで、県民全体への普及啓発につなげてい
ただきたい。
　また、今後は、事業の効果を的確に把握できるよう努め
ていただきたい。

黒部市 １　食育推進検討会の開催
・黒部市食育ネットワーク会議の開催
　開催時期：令和５年２月(１回)
　参加者：黒部市食育ネットワーク会議委員18名
　場所：黒部市内

２　農林漁業体験の機会の提供
・食農体験教室(農業)の開催
　開催日：令和４年５月14日、７月２日(じゃがいも教室)
　　　　　 　令和４年５月14日、10月１日(さつまいも教室)
　　　　　 　令和４年８月27日、10月１日(秋冬野菜教室)
　参加者：市内小学生親子89組(240名)
　場所：黒部市内
・食農体験教室(酪農)の開催
　開催日：令和４年６月18日、８月20日
　参加者：市内小学生親子15組(30名)
　場所：黒部市内
・生産現場体験
　開催日：令和４年７月19日
　参加者：市内小学２年生30名
　場所：黒部市内
・自然体験村の開催
　開催日：令和４年８月16日～８月19日(４回)
　参加者：小学４年生～６年生48名
　場所：黒部市内

　「食育ネットワーク会議」の開催や、各種「食育体験教
室」や「名水の里くろべこども自然体験村」の実施により、
自分たちが暮らす地域の食への理解を深めてもらうこと
ができたと評価したい。また、食育体験教室では、今年
度、農林漁業体験者数の目標には達しなかったものの、
新たな体験者数は増加傾向にあり、より多くの方に食に
ついて学んでもらうことができたことは評価したい。
　今後も、一人でも多くの方に食育への関心を高めてもら
うため、交付金を活用しながら、食に触れる体験や食を通
じた交流の機会提供を充実させる計画となっており、目標
の達成に向けて支援してまいりたい。

太田　裕美子(富山短期大学食物栄養学科教授)

　生産者と消費者の距離が遠くなってきている現代、食農体
験教室や生産現場体験を数多く開催し、農林漁業を体験す
ることで産地や生産者を意識して農林水産物・食品を選ぶ市
民の割合を増加させておられます。これらの活動を通して十
分に当初の目標を達成していると考えられます。

　目標値は概ね達成しており、十分な成果があると評価で
きる。引き続き取組を継続することが望まれる。
　特に目標値「主食・主菜・副菜を組合わせた食事を１日２
回以上ほぼ毎日食べている者の割合の増加」については
大幅に目標を達成している。その理由として、取組を通し
て、取組参加者の食への理解が深まったからだと予想で
きる。目標に沿った取組内容となっていたことが評価でき
る。
　目標値「農林漁業体験者数の増加」については、新型コ
ロナウイルス感染状況により、農林漁業体験に参加する
小学校が少なくなったため、目標達成とはならなかった。コ
ロナ渦でも、感染症対策を講じて農林漁業体験の取組を
実施していることは評価できるが、今後は新型コロナウイ
ルス感染状況等の情勢を踏まえて計画をたてるよう努め
ていただきたい。

１　農林漁業体験の機会の提供
・枝豆の植付、収穫体験
　開催日：令和４年６月14日、８月24日、９月６日
　参加者：小学３年生123名
　場所：朝日町内
・人参の植付、収穫体験
　開催日：令和４年７月13日、10月14日
　参加者：保育園年長児104名
　場所：朝日町内
・プチヴェールの収穫体験
　開催日：令和５年２月22日、24日
　参加者：小学３年生65名
　場所：朝日町内

朝日町

１　農林漁業体験の機会の提供
・小矢部市特産物の収穫体験と栽培方法の普及
　開催日：令和４年11月27日
　参加者：市内在住者４組(８名)
　場所：小矢部市内
・小矢部市の特産物を活用した料理体験
　開催日：令和４年11月27日
　参加者：市内在住者４組(８名)
　場所：小矢部市内

小矢部市

　目標値「産地や生産者を意識して農林水産物・食品を選
ぶ者の割合の増加」については、実績95.1％と、高い水準
であることから、食育推進の取組として効果があると考え
る。引き続き取組を継続することが望まれる。
　目標値「新たな農林漁業の体験者を増やし、農業や食へ
の関心を高める」については、新型コロナウイルス感染状
況等により取組への欠席者がいたため、目標達成とはな
らなかった。コロナ渦でも、感染症対策を講じて農林漁業
体験の取組を実施していることは評価できるが、今後は新
型コロナウイルス感染状況等の情勢を踏まえて計画をた
てるよう努めていただきたい。

　目標「郷土料理を作っている市民の割合」は目標を大き
く上回る実績となった。これは、新型コロナウイルス感染症
流行により家庭での調理機会が増えたことや、今回の取
組内容が目標に沿ったものになっていたからだと考える。
引き続き、地場産物を使用した取組を実施し、地場産物や
郷土食文化に対する理解が深まるよう努めていただきた
い。
　目標「農林漁業体験を経験した国民を増やす」は目標を
大幅に下回っている。これは、参加対象として小学校３校
を当初予定していたが、新型コロナウイルス感染状況によ
り、参加対象を１校に絞ったという理由である。コロナ渦で
も、感染症対策を講じて農林漁業体験の取組を実施して
いることは評価できるが、今後は新型コロナウイルス感染
状況等の情勢を踏まえて計画をたてるよう努めていただき
たい。

　第 4 期食育推進計画に基づき、食育に関する団体で構
成する食育推進会議等で推進方策を検討するとともに、
新型コロナウイルスの影響が残る中、感染対策を徹底し
ながら、調理体験、イベントでの啓発活動や食育講座、食
育フォーラムを実施し、県内全域に食育の取り組みを広く
普及させるように努めた。
 ライフスタイルの変化やデジタル技術の普及を受けて、
様々な世代で取り組みやすい富山型食生活を提案する動
画レシピコンテストの開催やその実践を促すハッシュタグ
キャンペーンの実施、食材の生産ほ場にいる農業者と調
理体験者をオンラインでつないで食材について学ぶ調理
体験教室など、新しい技術の活用や生活様式に対応した
食育を進めた。
 共食の実践や産地を意識して購入する県民は着実に増
加しているが、栄養バランスに配慮した食生活をしている
県民が減少している結果となった。令和 5 年度には、食
育推進全国大会 in とやまなどの取組み等で、栄養バラン
スに配慮した食生活の実践などを普及してまいりたい。

C

B

評価の概要及び指導方針等

国の事後評価

B

A

B

B95%95.1%100.0%

90%

107%85.7%80.0%

542人

306名

600人

A

95%

A178%89.3%

太田　裕美子(富山短期大学食物栄養学科教授)

　コロナ禍にあっても、調理体験や食育フォーラム等を開催し
たり、デジタル技術の普及を受けて、動画レシピコンテストを
実施したりして、新しい技術の活用や生活様式に応じた食育
を広く県内で推進しておられます。
　このことにより、一部目標値に達しなかった項目もあります
が、富山県内の食育推進に大きく寄与していると考えられま
す。

54.3%65％以上

50.0%

B95%292名

B

90.7%



１．令和４年度消費・安全対策交付金（食料安全保障確立対策推進交付金：ソフト事業）（令和３年度当初繰越）

実績 達成度 評価 評価の概要及び指導方針等 第三者の意見 評価 評価の概要及び指導方針等

Ⅱ　伝染
性疾病・
病害虫
の発生
予防・ま
ん延防
止

重要病
害虫の
特別防
除等

重要病害虫侵入警戒調査等
の実施
（富山県）

235,137 対象病害虫
の調査の総
回数

182回 182回 100% A   県内の青果市場および果樹・野菜等
の栽培地で行った侵入警戒調査の結
果、チチュウカイミバエやスイカ果実汚
斑細菌病、ウメ輪紋ウィルス(プラムポッ
クスウィルス:PPV)、コドリンガ、火傷病
菌といった重要病害虫の発生は確認さ
れなかった。
  本病害虫の発生が農業に及ぼす影響
は大きいことから、今後も国と連携した
調査を継続する必要がある。

A   本事業は、農作物等に重大な被害を
もたらさないよう早期発見、まん延防止
のため、侵入警戒調査を目的とした事
業である。
  該当の重要病害虫は確認されていな
いことが確認できたため、本事業の成
果は評価できる。
  引き続き調査に取り組んでいただきた
い。

目的 目標
事業実施計画

（事業実施主体）
事業実施実績 交付金相当額(円)

【重要病害虫侵入警戒調査等の実施】
（１）チチュウカイミバエ
 早期発見のため、青果市場および果樹・野菜等の栽
培地に誘引トラップを設置し、現地調査を実施。
<調査方法>スタイナー型誘引トラップ内にメドフライコー
ル（フェロモン剤）を設置し、4月～11月に誘殺数調査を
実施。
（２）スイカ果実汚斑細菌病菌
早期発見のため、名古屋植物防疫所伏木富山支所、
新川、富山各農林振興ｾﾝﾀｰと協力し、現地調査を実
施。
<調査方法> 4月に育苗ハウス内において苗の観察調
査を実施。7月にスイカほ場において葉および果実の観
察調査を実施。
（３）ウメ輪紋ウィルス(プラムポックスウィルス:PPV）
早期発見のため、名古屋植物防疫所伏木富山支所、
砺波・高岡農林振興センター、広域普及指導センターと
協力し、現地調査を実施。
<調査方法>5月30日に生産園地で葉の観察および試
料採取を実施し、農業研究所で採種試料の検定を実
施。
（４）コドリンガ
早期発見のため、りんご栽培地に誘引トラップを設置
し、現地調査を実施。
<調査方法>ＳＥトラップにコドリンガ誘引剤を設置し、4
～11月に誘殺数調査を実施。
（５）火傷病菌
早期発見のため、現地調査を実施。
<調査方法>りんご生産園地において、見取調査を実
施。

【重要病害虫侵入警戒調査等の実施】
ア　侵入警戒調査実施地点(か所)と調査回数
（１）チチュウカイミバエ　県内5か所
5か所×2か月(4月､11月)×2回＝ 20回
5か所×6か月(5～10月)×4回＝120回　　計140回
（２）スイカ果実汚斑細菌病菌　県内3か所
3か所×2回＝6回
（３）プラムポックスウィルス（PPV)　県内6か所
6か所×1回＝6回
（４）コドリンガ　県内１か所
1か所×1か月(4月)1回＝1回
1か所×7か月(5～11月)×2回＝14回　　計15回
（５）火傷病菌　　県内１か所
1か所×1か月(4月)×1回＝１回
1か所×7か月(5～11月)×2回＝14回　　計15回
調査の総回数　182回
　
【調査結果および防除状況】
チチュウカイミバエ、スイカ果実汚斑細菌病、プラムポッ
クスウィルス(PPV)、コドリンガ、火傷病菌の発生は確認
されず、県内未発生のため、防除は実施されなかった。

所属・役職：（公社）富山県農林水産公
社　農業部　農業担い手育成課長
池原　義信　氏

  チチュウカイミバエ、コドリンガ及び火
傷病菌の発生は国内農業に、またスイ
カ果実汚斑細菌病、PPVについては県
内の生産地に甚大な被害を及ぼすこと
が想定され、いずれの病害虫も、国や
各都道府県と連携し、水際での侵入・定
着防止対策が今後も重要である。

目標値及び実績 都道府県等の事後評価 国の事後評価

目標値

令和５年度北陸農政局消費・安全対策交付金事後評価概要一覧表　
富山県（重要病害虫）



１．令和４年度消費・安全対策交付金（食料安全保障確立対策推進交付金：ソフト事業）（令和３年度補正予算繰越分）（特別型）

実績 達成度 評価 評価の概要及び指導方針等 第三者の意見 評価 評価の概要及び指導方針等

Ⅱ 伝染
性疾病・
病害虫
の発生
予防・ま
ん延防
止

家畜衛
生の推
進

（富山県）

(５)野生動物の対策強化
　検体運搬費

　野生いのししの豚熱・アフリカ豚熱感染確認検査
（PCR 検査）を行うにあたり、検体の輸送保管のための
資機材(検体送付箱、吸収剤、保冷剤等)を整備し、速
やかな検体送付を行った。
　その結果、輸送時の二次汚染防止が図られ、さらに
検体送付が容易となったことから検査数が確保され、
野生いのししの豚熱・アフリカ豚熱感染確認検査の促
進につながった。

175,000

豚熱・アフリ
カ豚熱の発
生予防及び
まん延防止

豚熱・アフリ
カ豚熱の発
生予防及び
まん延の防
止

達成 適正

　豚熱・アフリカ豚熱感染確認検査
（PCR 検査）の促進につながったことか
ら、本事業は家畜衛生の推進に寄与し
たと考えられる。

〇富山県獣医師会会長　久保 博文

　令和 4 年度において家畜での豚熱・
アフリカ豚熱の発生はなかったものの、
野生イノシシ対策等は万全とは言えず、
引き続き衛生管理の推進を図り、豚熱・
アフリカ豚熱の発生予防に努めていた
だきたい。
　なお、野生イノシシは人との共通感染
症が多数あることが知られており、得ら
れた検体で豚熱・アフリカ豚熱以外も行
うことが望ましいと思う。

適正

　野生いのししで豚熱陽性個体が確認
されたが、県内農場での発生はなく、事
業計画当初の目標が達成されたと認め
られる。

　引き続き、野生いのしし等野生動物に
対するサーベイランスを行い、豚熱・アフ
リカ豚熱の発生予防及びまん延防止に
努めていただきたい。

1,350,000
　検査促進費を活用することにより、豚
熱・アフリカ豚熱感染確認検査（PCR 検
査）の促進につながったことから、本事
業は家畜衛生の推進に寄与したと考え
られる。

目標値及び実績 都道府県等の事後評価 国の事後評価

目標値

（各市町の鳥獣被害対策協議
会）
(10)野生動物の対策強化
　検査促進費

※各市町の鳥獣被害対策協
議会
　富山市有害鳥獣対策協議
会、高岡市鳥獣被害防止対
策協議会、魚津市有害鳥獣
対策協議会、氷見市鳥獣被
害防止対策協議会、滑川市
有害鳥獣対策協議会、黒部
市有害鳥獣対策協議会、砺
波市鳥獣被害防止対策協議
会、小矢部市有害鳥獣対策
協議会、南砺市鳥獣被害防
止対策協議会、射水市有害
鳥獣対策協議会、上市町有
害鳥獣対策協議会、立山町
鳥獣害対策協議会、入善町
野生鳥獣被害対策連絡協議
会、朝日町有害鳥獣対策協
議会

　野生いのししを介した豚熱・アフリカ豚熱の浸潤状況
を把握するため、検査に供する野生いのししを確保す
る必要があり、検査促進費を活用した。
　その結果、225 頭の野生いのししが確保され、豚熱・
アフリカ豚熱感染確認検査（PCR 検査）を実施すること
により、豚熱・アフリカ豚熱の浸潤状況を確認すること
が出来た。

〇富山県獣医師会会長　久保 博文
　市町村有害鳥獣対策協議会の協力を
得て、豚熱・アフリカ豚熱浸潤状況の検
査による把握は、飼養豚での豚熱・アフ
リカ豚熱の発生予防に貢献していると評
価する。
　豚熱・アフリカ豚熱の国内での発生が
続いており、リスクがあることから、引き
続き市町村有害鳥獣対策協議会の協
力のもと、豚熱・アフリカ豚熱感染確認
検査（PCR 検査）の促進・家畜衛生の推
進に努めてほしい。

令和５年度北陸農政局消費・安全対策交付金事後評価概要一覧表　
富山県（家畜衛生）

目的 目標
事業実施計画

（事業実施主体）
事業実施実績 交付金相当額(円)



１．令和４年度消費・安全対策交付金（食料安全保障確立対策推進交付金：ソフト事業）（令和４年度補正予算）（特別型）

実績 達成度 評価 評価の概要及び指導方針等 第三者の意見 評価 評価の概要及び指導方針等

Ⅱ 伝染
性疾病・
病害虫
の発生
予防・ま
ん延防
止

家畜衛
生の推
進

（富山県）

(２)家畜の伝染性疾病の発生
予防
　消石灰

　消石灰の散布農場 26 戸（32.78t）
 
　高病原性鳥インフルエンザウイルスに対する消石灰
の消毒効果により、家きん飼育農場への本病ウイルス
の侵入防止が図られた。
　さらに、消石灰散布は経営者の飼養衛生管理意識の
向上にもつながり、高病原性鳥インフルエンザ等の家
畜伝染病の発生防止に貢献した。

520,000

高病原性鳥
インフルエン
ザの発生抑
制及びまん
延防止

高病原性鳥
インフルエ
ンザの発生
抑制及びま
ん延防止 達成 適正

　消石灰散布による緊急消毒により、高
病原性鳥インフルエンザウイルスの農
場への侵入防止、発生予防につながっ
た。

〇富山県獣医師会会長　久保 博文

　消石灰散布による緊急消毒を実施し
たことで、高病原性鳥インフルエンザの
発生予防につながったことは評価でき
る。

適正

　消石灰の散布による緊急消毒を行っ
たことで、経営者の飼養衛生管理意識
の向上が図られ、高病原性鳥インフル
エンザの発生がなかったことは評価でき
る。

　今後も、家畜伝染病の発生予防及び
まん延防止に努めていただきたい。

（富山県）

(６)家畜衛生対策の推進に係
る関連機器の整備
　自動核酸抽出装置

　野生いのししを介した豚熱・アフリカ豚熱の浸潤状況
を把握するため、自動核酸抽出装置を 1 台購入
し、豚熱・アフリカ豚熱感染確認検査（PCR 検査）の促
進を図った。
　その結果、手作業での検査時と比較して個人差のな
い均一な品質の核酸を確保でき、コンタミネーションの
防止も図られた。
　さらに検体処理時間が短縮したことで検体受入能力
が向上し、野生いのししの豚熱・アフリカ豚熱感染確認
検査の促進につながった。

1,142,000

豚熱・アフリ
カ豚熱の発
生予防及び
まん延防止

豚熱・アフリ
カ豚熱の発
生予防及び
まん延防止

達成 適正

　豚熱・アフリカ豚熱感染確認検査
（PCR 検査）の促進につながったことか
ら、本事業は家畜衛生の推進に寄与し
たと考えられる。

〇富山県獣医師会会長　久保 博文

　豚熱・アフリカ豚熱浸潤状況把を握用
するために、自動核酸抽出装置を導入
し、豚熱・アフリカ豚熱検査の促進を
図ったことは、当該疾病の防疫に有効で
あったと考える。

適正

　
　自動核酸抽出装置を導入し、検査処
理時間の短縮や検体受入能力が向上し
たことで、野生いのししにおける豚熱及
びアフリカ豚熱感染確認検査の促進が
図られており評価できる。

　引き続き、野生いのしし等野生動物に
対するサーベイランスを行い、豚熱・アフ
リカ豚熱の発生予防及びまん延防止に
努めていただきたい。

総合評価
1,662,000

達成 適正

・目標を達成しており、高病原性鳥イン
フルエンザや豚熱等の発生予防に寄与
したものと思われる。

・引き続き、高病原性鳥インフルエンザ
の発生抑制及びまん延防止等、家畜衛
生の推進にかかわる本事業に取り組ん
でまいりたい。

所属・役職：富山県農業信用基金協会・
専務理事
氏　　　名：作井　英人

・本事業により、自動核酸抽出装置を導
入し、野生いのししを介した、豚熱・アフ
リカ豚熱の浸潤状況の検査を促進した
ことは、両疾病の本県への防疫に有効
であったと認められる。

・また全家きん農家への消石灰の配布
は、本県における昨年度の高病原性鳥
インフルエンザの発生防止と農家の衛
生管理意識の向上につながったものと
評価できる。

・今後とも、本事業を活用した高病原性
鳥インフルエンザや豚熱等の発生予防
対策に鋭意取り組んでもらいたい。

適正

・本事業は、適正の評価であり、事業が
計画的に実施され期待された効果が得
られたと認められる。

・引き続き、高病原性鳥インフルエンザ
や豚熱等の発生予防及びまん延予防
等、家畜衛生の推進に努めていただき
たい。

都道府県等の事後評価 国の事後評価

目標値

令和５年度北陸農政局消費・安全対策交付金事後評価概要一覧表　
富山県（家畜衛生）

目的 目標
事業実施計画

（事業実施主体）
事業実施実績 交付金相当額(円)

目標値及び実績


